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令和５年 度  再 評 価 調 書 

  所 管 課 農地課 

 作成年月日 令和５年10月16日  事業番号 No.再2  

 事業区分 農業農村整備事業  事業名 農地保全事業 

 箇 所 名 曽我別所２期地区  施工位置 小田原市曽我別所 他 

事業概要 

（全体） 

工 

期 

全体 平成11年度～令和13年度 

（33年間） 

２期 平成30年度～令和13年度 

（14年間） 

事 

業 

費 

全体 ９１４百万円 

２期 ５２４百万円 

（負担率：国50%：県25%：他25%） 

前回評価の結果 
継続（期間延長） 

※曽我別所１期の評価結果 
評価実施理由 ２期地区着手後 ５年経過 

 

事業計画等の 

概要 

（１）事業目的 

 急傾斜地帯において、豪雨による農地の侵食、崩壊等を防止するため、排

水路等の新設または改修を行い、農地の保全を図ることを目的とする。 
 

（２）事業内容 

 水路兼用農道等の農地保全施設を再整備 

 

 

 

 

 

 

 

     ※１「 承
しょう

水路
すいろ

」：雨水などの地表面水を承ける水路 

※２「 集
しゅう

水路
すいろ

」：承水路が承けた水を集める水路 

 

（３）事業計画策定の背景 

ア 事業実施の根拠 

（ア）農村地域防災減災事業実施要綱第８による 

（イ）土地改良法の手続き 

      平成10年５月に小田原市下曽我土地改良区が、総会の議決に基

づき、県営事業による実施を申請し、事業実施に至った。 

(平成11年３月 国庫補助事業 採択) 
    

 

 

 

 

 

 
 

 

工種名等  事業量（数量・延長等） 

水路兼用農道 １,７１２．７ｍ 

付帯工  

 承水路 一 式 

 集水路 一 式 

 関連排水路 一 式 

土
地
改
良
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に
よ
る
事
業
申
請

を
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土
地
改
良
区
が
県
営
に

よ
る
実
施
を
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県
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業
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こ
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H10.5 H11.2 H11.3 H11.5 H11.3 
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 イ 計画時の状況 

本地区は、小田原市東部の曽我丘陵南斜面に位置する、平均傾斜

15.7°の急峻な樹園地で、昭和３０年代後半から４０年代前半にか

けて、降雨による農地の侵食、崩壊等を防止するため排水施設が整

備された。 

しかし、整備完了から３０年が経過し、経年による排水路の通水

断面の閉塞、水路兼用農道の石積の崩落等、施設の損傷、老朽化が

著しく、整備した排水施設機能が充分に発揮できず農地に被害を引

き起こしていた。また、水路兼用農道の幅員が狭く、小型トラック

の通行にも支障をきたしており、各ほ場への進入もかなり不便な状

況となっていた。 

 
ウ 必要性 

前記イの状況を改善するため、施設の再整備が必要であった。 

また、地元土地改良区から再整備に関する強い要望があった。 
 

 １ 社会経済情勢等の変化と対応 

 

項目 計画時の状況 現在の状況 

社会経済情勢等 １ 土地改良長期計画 

土地改良事業の計画的な実施に資

するため、実施の目標及び事業量を

決定し策定する土地改良法に基づ

く計画。 

以下、当時の社会経済情勢を反映

して、施策を決定しているため参考

掲載とする。 

 

※(第４次)計画(H5～H14) 

低コスト稲作のための圃場整備な

ど生産基盤整備の推進と共に、農村

の生活環境整備を新たな目標とし

て掲げた計画。 

 

※(第５次)計画(H15～H19) 

農業農村整備事業の施策を「いの

ち」「循環」「共生」の視点から展

開するため、施策目標毎に「目指す

主な成果」が設定された。この計画

から時代の変化に対応するため、計

画期間が5年となった。 

 

※(第６次)計画(H20～H24) 

既存の計画と同様の視点を持ちつ

つ、「自給率向上に向けた食料供給

力の強化」「田園環境の再生・創造」

「農村協働力の形成」の視点に立っ

て弾力的に計画の実施を図る。 

（１）土地改良長期計画 

 現行計画（R3～R7）では持続的に発展

する農業と多様な人が住み続けられる

農村の実現に向けて、土地改良事業の

推進に当たり踏まえるべき事項として

「中山間地域を含めた農村地域におけ

るスマート農業の実装、農業者の高齢

化・減少への対応、農業・農村の多様性

への配慮、防災・減災対策の強化及び気

候変動、ＳＤＧｓなど地球規模の課題

への対応」を掲げ、次の政策課題に取り

組むものとしている。 

 

政策課題１：「生産基盤の強化による農

業の成長産業化」 

政策課題２：「多様な人が住み続けられ

る農村の振興」 

政策課題３：「農業・農村の強靱化」 

 

政策課題３「農業・農村の強靱化」の実

現に向けた目標として、政策目標４「頻

発化・激甚化する災害に対応した排水

施設整備・ため池や流域治水の取組等

による農業・農村の強靱化」が示されて

おり、防災工事の集中的かつ計画的な

推進をすることとしている。 
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項目 計画時の状況 現在の状況 

 

※(第７次)計画(H24～H28) 

食料・農業・農村をめぐる内外の諸

情勢がもたらす諸課題を踏まえ、基

本理念「食を支える水と土の再生・

創造」に即して、以下の３つの政策

課題に取り組むものとするとして

いる。 

政策課題１：農を「強くする」 

政策課題２：国土を「守る」 

政策課題３：地域を「育む」 

 

※(第８次)計画(H28～R2) 

基本理念として「社会資本の継承・

新たな価値の創出と農村協働力の

深化」を掲げ、個性と活力のある豊

かな農業・農村の実現を目指すこと

とする。 

政策課題１：豊かで競争力ある農業 

政策課題２：美しく活力ある農村 

政策課題３：強くてしなやかな農

業・農村 

（２）神奈川県都市農業推進条例 

（平成18年施行） 

都市農業の持続的な発展について、

基本理念を定め、都市農業の持続的な

発展に関する施策の総合的かつ計画的

な推進、食料等の安定供給及び農業の

有する多面的機能の発揮を図るための

基本的施策の一つとして「農地の利用

の集積を促進し、及び生産条件の改善

を推進することを通じて、農業の生産

性の向上を図り、ほ場その他の農業の

生産基盤の確保及び整備を推進するこ

と。」と定めた。 

 

（３）かながわ農業活性化指針 

（令和5年3月） 

条例に基づく指針として都市農業振

興基本法(平成27年)に基づく地方計画

として位置づけられ、「施策の方向１ 

生産性の向上と担い手の育成・確保」の

取組内容(5)「農業生産基盤の整備と農

地集積の促進及び農地の有効活用」の

中で、引き続き、農道の整備を進めるこ

ととしている。 

 

（４）食料・農業・農村基本計画 

(令和2年3月閣議決定)  

「農業の持続的な発展に関する施策」

として（5）「農業の成長産業化や国土

強靱化に資する農業生産基盤整備」が

掲げられ「国土強靱化」の観点から農業

水利施設の長寿命化など農村地域の防

災・減災対策を効果的に推進すること

が盛り込まれている。 

 

（５）神奈川県国土強靭化地域計画 

（令和4年3月） 

国では東日本大震災から得られた教

訓を踏まえ、必要な事前防災及び減災、

迅速な復旧復興のため、国土強靱化基

本計画を策定した。 

神奈川県においても、「強くしなやか

な国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靱化基本法」(H2

5.12)に基づき、本県における国土強靱

化に関する施策を、総合的かつ計画的

に推進するための指針である「神奈川

県国土強靱化地域計画」を策定し、1-4

「突発的又は広域かつ長期的な市街地

等の浸水による多数の死傷者の発 
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項目 計画時の状況 現在の状況 

  

生」へのリスク回避として、「23 農業

用施設等の整備」について「農業用施設

の崩壊、土砂崩れ、湛水等により周辺住

宅地等への二次災害を防止するため、

安全性をより一層向上すること」を推

進方針とし、急傾斜地帯の農地におい

て、降雨による侵食等の被害防止のた

め、排水路、農道等の農地保全施設の整

備工事を計画的に実施していくことと

している。 

 

受益地（者）等の

状況 

受益面積：６５．０ｈａ 

受益戸数：１５７戸 
受益面積：６５．０ｈａ 

受益戸数：１５７戸 

 

地元市町等の事業意向 

① 小田原市 

令和５年 ８月 １日回答 

「継続」を要望 

② 下曽我土地改良区 

令和５年 ８月 ４日回答 

「継続」を要望 

他の公共施設・公

共事業等との関

連 

 多面的機能支払交付金 

(農地・水・環境保全向上対策事業) 

下曽我地区の農業者団体、土地改良

区、自治会等の会員で構成された団体

で、農業基盤となる農地や水路の保全

活動、地域農業との交流会等も実施し

ている。 

 

 

 

その他の項目   
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２ 事業実施による効果について 

（１）直接的効果 
ア.農地の侵食による被害の防止 

水路兼用農道、承水路、集水路等農地保全施設の改良により、農地の侵食が防止され、土砂流出

による農地、農業用施設への被害が防止される。 

イ.営農条件の向上 

水路兼用農道が改良されることにより、通作や集出荷運搬に要する時間、経費、労力が軽減され

る。 

ウ.作物生産性の向上 

農地保全施設の改良により、土壌や肥料の流亡※１が解消され、収量の増加が見込まれる。 

※１「流亡」：雨水などの地表面流下する水により土壌が浚われること 

 

（２）副次的効果 
ア.耕作放棄地の発生抑制 

営農条件が向上することで、耕作放棄地の発生が抑制される。 

イ.災害の防止 

農地保全施設の改良により、下流域の住宅や道路への雨水や、土砂の流入による災害を防いでい

る。 

ウ.農村景観保全と都市住民との交流 

農地保全施設の改良が行われ、適正な農地の管理が継続的に行われることにより、良好な農村環

境が保たれている。 

また、本地区一帯は曽我物語ゆかりの地として知られ、周辺には曽我物語にまつわる史跡が点在

し、本地区の水路兼用農道が小田原市のウォーキングコースとして「おだわら散策マップ」に掲載さ

れ、あわせて当該ウォーキングコースが国土交通省関東地方整備局選定の「関東富士見百景」に選ば

れるなど、都市住民のレクリエーション・保健・休養の場としての機能や、農業農村の魅力PRの場と

しての機能を持ち、貴重な都市住民との交流の場となっている。 
 

 

 

 ３ 事業の進捗状況等 

（１）事業の進捗状況及び今後の執行見込み 

ア 事業の進捗状況（令和５年度現在） 
・事業量ベース（水路兼用農道）： ４５％ 

・事業費ベース（水路兼用農道）： ５３％ 

    ＊２期にかかる割合を記載 

 

イ 今後の執行見込み 
   工事用進入路でもある既設道路は、幅員が狭く、施工可能な工事の規模に制約はあるものの、

地元土地改良区の協力の元、地権者並びに自治会等の理解を得て、着実に整備を進めている。 

２期採択時から、令和５年までに水路兼用農道775.3ｍを完了しており、複数工区を施工する

など今後も計画的な事業実施に努めていく。 
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ウ 年度別の進捗状況及び執行見込み 

                     
                                   （単位：事業量；ｍ、事業費；千円） 

年　度 H30 R1 R2 R3 R4

事業量 農道L=245 農道L=245 農道L=245 農道L=245 農道L=245

進捗率 14.3% 28.6% 42.9% 57.2% 71.5%

事業費 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000

進捗率 14.3% 28.6% 42.9% 57.2% 71.5%

事業量 農道L=317.3 農道L=260 農道L=68.4 農道L=74 農道L=35

進捗率 18.5% 33.7% 37.7% 42.0% 44.1%

事業費 66,816 87,000 44,600 51,000 22,334

進捗率 12.7% 29.3% 37.9% 47.6% 51.8%

年　度 R5 R6 R7 R8 R9

事業量 農道L=245
農道L=242.7
承水路・
集水路一式

進捗率 85.8% 100.0%

事業費 75,000 74,200

進捗率 85.8% 100.0%

事業量 農道L=20.6 農道L=120
農道L=120
承水路一式

農道L=120
集水路一式

農道L=120

進捗率 45.3% 52.3% 59.3% 66.3% 73.3%

事業費 4,661 31,000 31,000 31,000 31,000

進捗率 52.7% 58.6% 64.6% 70.5% 76.4%

年　度 R10 R11 R12 R13 計

事業量
農道
L=1712.7

進捗率

事業費 524,200

進捗率

事業量 農道L=120 農道L=120 農道L=120 農道L=97.4
農道
L=1712.7

進捗率 80.3% 87.3% 94.3% 100.0%

事業費 31,000 31,000 31,000 30,789 524,200

進捗率 82.3% 88.2% 94.1% 100.0%

進捗状
況及び
今後の
執行見
込み

計　画

進捗状
況及び
今後の
執行見
込み

計　画

進捗状
況及び
今後の
執行見
込み

計　画

  
※進捗率は、当該年度までの累計値とする。 

※今後の執行見込みのうち、未確定部分は斜字体で記載する。 

   ※表示は整数止めとし、小数点以下四捨五入しているため合計値と整合しない場合があります。 
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（２）コスト縮減の取組 
承水路の整備をする際には、全面的な施設更新ではなく、既存施設を撤去せずに補強し長寿命

化が図られる工法を検討している。 

 

（３）環境配慮への取組 
「環境農政局公共工事環境配慮プログラム」に基づき建設副産物の発生抑制、適正処理、再資源化

に努め、「環境農政局グリーン調達基準」の認定資材を率先的に使用するよう定めるなど環境対策

に取り組んでいる。 

   

 

 

 ４ 代替案の可能性（見直しが必要な場合） 

  事業実施による効果が期待できるため、事業計画どおり継続することが妥当である。 

 ５ 総合的な評価と再評価を踏まえた対応 

（１）評価結果 

    継続・継続(期間延長)・計画変更・休止・中止 

 

（２）評価理由及び今後の対応方針 

    整備済み箇所での事業効果の発現状況は非常に良好であり、土地改良区や受益者から事業推進

の強い要望があることから、現計画どおり事業を継続とし、当該事業完了年度を令和６年から令

和１３年まで延長し、着実な事業進捗を図る。 
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費用対効果分析総括表 
 

【 番 号 】 Ｎｏ.再２  

【 事 業 名 】 農地保全事業  

【地区(路線名)】 

【 算 定 根 拠 】 

曽我別所２期地区 

「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」 

農林水産省農村振興局企画部長通知 

 

 

◆直接的効果 

 ◇便益（効果）額の算定◇                                 （単位：千円） 

便益（効果）の種類 便益（効果）額 

（現況：R5） 

便益（効果）額 

（当初：H11） 

作物生産効果   29,568 52,111 

営農経費節減効果 16,060 14,782 

維持管理費節減効果 2,902 2,826 

走行経費節減効果 13,916 15,380 

災害防止効果 62,551 53,953 

更新効果 45,802 47,128 

小 計 ① 170,799 186,180 

 総合耐用年数 28年 27年 

 償 還 率 ② 0.06196 0.07434 

   

総 便 益 額（Ｂ） 

①  / ② 

2,756,601 2,504,439 

 

 ◇費用額の算定◇                                             （単位：千円） 

区       分 費用額（現況） 費用額（当初） 

事  業  費 913,850 840,000 

総 費 用 額（Ｃ） 913,850 840,000 

 

 ◇費用対効果の算定◇               （現 況）             （当 初） 

費用対効果（Ｂ）／（Ｃ） 3.01 2.98 
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※効果の説明 

・作物生産効果：土壌及び肥料の流亡が解消されることによる単位当たり収量の増加等 

・営農経費節減効果：水路兼用農道改修により、農業機械の導入が可能となり農作業の効率化

が図られる効果 

・維持管理費節減効果：施設の改修に伴う維持管理費の節減 

・走行経費節減効果：水路兼用農道改修により通作や作物運搬等の走行時間が短縮される効果 

・災害防止効果：土砂流亡等による農用地、農業用施設の被害が防止される効果 

・更新効果：水路兼用農道等の旧施設の機能が継続して発揮される効果 

・償還率：総合耐用年数に応じ年効果額から総便益を算定するための係数 

 

◆副次的効果（神奈川県として注目したい便益） 

   ＜耕作放棄地の発生抑制に関する便益＞ 

（評 価） 

営農条件の向上により耕作放棄地の発生を抑制している。 

（内 容） 

・耕作放棄地の主な発生要因の一つは、営農条件の不良が考えられる。 
・農道が整備されていない畑では、通作時や収穫時での農家の負担は大きい。 
・農業従事者が高齢化する中、改修前の水路兼用農道は、幅員が狭く石積や
舗装が劣化しているため、車両の安全な通行を阻害しており、通作等に支
障が出ていた。 
こうした状況の中、水路兼用農道を改良することで、通作等の営農状況が改
善され、耕作放棄地の発生は抑制される。 
 

 ＜災害の防止に関する便益＞ 

（評 価） 

農地保全施設の改良により、災害を防いでいる。 
（内 容） 
・農地保全施設の改良により、下流域の住宅や道路への雨水や、土砂の流入に
よる災害を防いでいる。 
 

 ＜農村景観保全と都市住民との交流に関する便益＞ 

（評 価） 

農地保全施設の改良が行われ、適正な農地の管理が継続的に行われること
により、良好な農村環境が保たれている。 
また景観の良さから、本地区の水路兼用農道が小田原市や国土交通省関東

地方整備局からウォーキングコースとして指定され、貴重な都市と農村の交
流の場となっている。 
（内 容） 
農地保全施設の改良が行われ、適正な農地の管理が継続的に行われること

により、良好な農村環境が保たれている。 
また、本地区一帯は曽我物語ゆかりの地として知られ、周辺には曽我物語

にまつわる史跡が点在し、本地区の水路兼用農道が小田原市のウォーキング
コースとして「おだわら散策マップ」に掲載され、あわせて当該ウォーキン
グコースが国土交通省関東地方整備局選定の「関東富士見百景」に選ばれる
など、都市住民のレクリエーション・保健・休養の場としての機能や、農業
農村の魅力 PR の場としての機能を持ち、貴重な都市住民との交流の場となっ
ている。 
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（ア）副次効果 耕作放棄地の発生抑制

水兼農道及び耕作地への取付道路の

整備を契機として、

耕作放棄地の復旧が行われた。

５

整備前 整備後

復旧前 復旧後

道路幅員を拡幅

及び耕作地への

取付道路を整備

-16-



（ウ）副次効果

農村景観保全と都市住民との交流

曽我のウォーキングコース

近隣の地域から曽我丘陵を巡り、

地域環境、文化、史跡に触れる事ができる

ウォーキングコースに指定されてい箇所には解説案内

が設けられており地域の歴史や情報を知ることができる

６-1

曽我別所地区
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